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特 記 仕 様 書 ① 

 

1． 適用 

本業務は、大阪市建設局作成による「業務委託共通仕様書（平成 28年 9月）＜令和 5年 9月 1日

以降契約分より適用＞」に基づくほか、各特記仕様書に基づいて実施しなければならない。 

なお、詳細については、「大阪市建設局ホームページ＞産業・ビジネス＞入札契約情報＞各局等入

札契約情報＞建設局＞入札・契約のお知らせ＞業務委託共通仕様書（平成 28 年 9 月）＜令和 5 年

9月 1日以降契約分より適用＞」 

https://www.city.osaka.lg.jp/kensetsu/page/0000538650.html 

 

2． 単価適用年月について 

本業務の積算に用いている設計業務委託等技術者単価については、国土交通省より令和 5 年 2 月

14日付で示された「令和 5年度 設計業務委託等技術者単価」及び「令和 5年 3月から適用する公共

工事設計労務単価」を適用しています。 

 

3． 業務の概要 

（1） 業務目的 

御堂筋においては、平成 31 年 3 月に、「御堂筋将来ビジョン」を策定し、現在、将来ビジョンの実現

に向けたファーストステップとして、長堀通～千日前通区間の側道歩行者空間化の整備を進めている。 

また、なんば駅を中心としたミナミエリアでは、上記整備に隣接して、地域間の回遊性を高め、安全

安心な歩行空間の創出及び景観性向上を目的した「千日前通（難波交差点）空間再編事業」や、歩

行者空間化による公共空間を活用した新しいまちづくりを目的とした「なんば駅周辺における空間再編

推進事業」を進めている。 

本業務は、「御堂筋の側道歩行者空間化事業（長堀通～千日前通）」、「千日前通（難波交差点）

空間再編事業」、「なんば駅周辺における空間再編推進事業」に係る工事アドバイザリー業務及び、そ

れに要する基礎業務（品質管理・検査、工事管理業務など）を一体的に実施することにより、本市監

督職員業務を総合支援し、ミナミエリアにおける空間再編事業の円滑な事業進捗を図るものである。 

（2） 委託場所 

大阪市中央区、浪速区 

（3） 対象工事 

委託対象工事については、下記のとおりとする。 

【令和６年度】 

① 国道 25号（御堂筋）における道路空間再編工事その 1 

② 大阪枚岡奈良線（千日前通）における道路空間再編工事 

③ なんば駅周辺における空間再編推進工事（協定事業） 

④ 国道 25号（御堂筋）における道路空間再編工事その 2 

⑤ 国道 25号（御堂筋）における道路空間再編工事その 3 

⑥ その他付帯工事（照明灯工事等） 

なお、「③ なんば駅周辺における空間再編推進工事」は、大阪市及び南海電鉄株式会社による協

https://www.city.osaka.lg.jp/kensetsu/page/0000538650.html
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定事業である。 

また、これら対象工事は、工事箇所の地域特性上、夜間工事が大半を占める。 

   

（参考） 

対象工事 
工期（予定） 備考 

令和５年度 令和６年度  

国道 25号（御堂筋）における 

道路空間再編工事その 1 

    （工事期間） 

～令和 6年度 

大阪枚岡奈良線（千日前通）に 

おける道路空間再編工事 

    （工事期間） 

～令和６年度 

なんば駅周辺における 

空間再編推進工事（協定事業） 

    （工事期間） 

～令和 6年度 

国道 25号（御堂筋）における 

道路空間再編工事その 2 

    （工事期間） 

～令和 6年度 

国道 25号（御堂筋）における 

道路空間再編工事その 3 

    （工事期間） 

～令和 6年度 

その他附帯工事 

（照明灯工事等） 

    （工事期間） 

上記工事に附随 

  

（4） 履行期間 

履行期間は、契約日から令和 7年 3月 31日までとする。 

なお、監督総合支援を実施する期間は、令和 6 年 4 月契約日より令和 7 年 2 月 28 日までとす

る。 

本業務は、対象工事における監督総合支援を目的としていることから、各現場（中央区南船場 4丁

目～浪速区難波中 2 丁目）へ概ね 1 時間以内で到着することが可能な施設において、体制を構築

すること。 

 

4． 業務内容 

受注者が行う業務は、工事請負共通仕様書（令和 3 年 3 月）に基づき、「3.．業務の概要 （3） 対象

工事」に定める工事毎に、下記に示す工事アドバイザリー業務及び基礎業務を実施しなければならない。 

 

【工事アドバイザリー業務】 

委託対象工事を円滑に推進するため、必要となる関係者により構成した「進捗管理連絡会議（仮

称）」を設置し、工事間の工程調整や工事現場の管理、設計意図やデザイン等を現場に適切に反

映できるよう適宜開催する。（定例開催：1回/月程度） 

① 全体の最適工程に向けた発注者意思決定支援 

② 工程影響要因の分析と対策案の検討 

③ 工期遅延原因（工事が遅延した場合）の分析と対応策の検討・助言・提案・全体工程の見
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直し 

④ 関係各所等からの要望・意見等の分析と対応策の助言・提案・資料作成 

⑤ 適切な広報（交通規制等の沿道お知らせ、広報計画）のための支援・資料作成 

⑥ 本市監督職員の施工管理能力向上に向けた技術支援・助言 

⑦ 本市監督職員との協議 

⑧ 電線共同溝等の設計調整、管理引継ぎ業務支援 

⑨ 完成施設引継ぎ業務支援（照明灯等含む） 

なお、工事アドバイザリー業務は、4回／月程度を想定している。 

【基礎業務】 

① 品質管理・検査（現場状況確認（現場臨場）、安全管理・品質管理・出来形管理、出来高

数量確認） 

② 工事管理業務（施工者からの提出資料確認、工事に起因する市民・関係者機関からの要

望・意見・苦情等報告） 

③ 関係機関協議資料作成（警察、地元及び埋設企業体等と整備・協議等を行うための資料） 

④ 事業説明（協議）資料作成（庁内関係各所等への説明資料） 

⑤ 設計図書等の内容把握 

⑥ 事業遂行上必要となる資料作成（各検討資料、工事設計図・交通処理図等の修正） 

⑦ 施工計画書の把握 

⑧ デザインに関する意図伝達、施工管理 

⑨ ICT技術活用による施工管理 

上記の他、監督職員との協議により定めた事項を実施するものとする。 

また、工事進捗について日常的に把握し、監督職員から説明を求められた場合や業務委託Ⅰ-

1-1-1-11に記載の打合せ以外に監督職員から打合せを求められた場合等には、速やかにこれに

応じること。 

工事設計図面・交通処理図等の修正等には CAD ソフトの操作が必要となる。 

なお、本業務に係る監督職員は以下のとおりとする。 

対象工事 
監督職員 

工事アドバイザリー業務 基礎業務 

国道 25号（御堂筋）における道路空間再編工事その１ 

企画部企画課 

（道路空間再編担当） 

西部方面管理事務所 

市岡工営所 

大阪枚岡奈良線（千日前通）における道路空間再編工事 

国道 25号（御堂筋）における道路空間再編工事その 2 

国道 25号（御堂筋）における道路空間再編工事その 3 

その他附帯工事（照明灯工事等） 

なんば駅周辺における空間再編推進工事（協定事業） 
企画部企画課 

（道路空間再編担当） 

 

5． 業務計画書 

管理技術者は、「業務委託共通仕様書（平成 28年 9月）＜令和 5年 9月 1日以降契約分より適用
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＞」に定める業務計画書を作成するにあたっては、工事アドバイザリー業務及び基礎業務内容を十分に

精査した業務計画書を作成すること。 

 

6． 業務実施報告書 

受注者は、次に掲げる事項を記入した業務実施報告書を作成し、監督職員に提出しなければならな

い。なお、様式については監督職員より指示するものとする。 

① 実施した業務の内容 

② その他必要事項 

 

7． 成果物 

受注者は、「業務委託共通仕様書（平成 28年 9月）＜令和 5年 9月 1 日以降契約分より適用＞」

に定める成果物に加え、業務完了時において継続して処理すべき事項がある場合は、次の項目を書面

（引継事項記載書）で提出するものとする。 

① 業務実施にあたり留意すべき点（施工条件、沿道状況、地元との協議内容等） 

② 業務完了時における施工状況、地元協議・調整等の状況 

 

8． 管理技術者等の資格 

各配置技術者（管理技術者、担当技術者）は、本業務委託で実施した公募型プロポーザル方式の際

に提出した、技術提案書の業務実施体制（様式３）に記載された人物と同一でなければならない。 

ただし、病休、死亡、退職等のやむを得ない理由により変更を行う場合は、本市が要求する資料等の

提出を行ったうえで、同等以上の技術力を持つ技術者であることの了解を得なければならない。 

「管理技術者」及び「担当技術者」の認定要件は、次の資格要件及び実務経験等のいずれか一つ以

上を有した者とする。また、管理技術者は、受注者と直接雇用関係にある者とする。 

（1） 管理技術者 

① 技術士法による第二次試験のうち技術部門を建設部門（選択科目を「道路」又は「都市及び

地方計画」とするものに限る）とするものに合格し、同法による登録を受けている者。 

② 技術士法による第二次試験のうち技術部門を総合技術監理部門（選択科目を「建設－道路」

又は「建設―都市及び地方計画」とするものに限る）とするものに合格し、同法による登録を受

けている者。 

③ 建設業法第 27 条の規定に基づく１級土木施工管理技術検定における第二次検定に合格し、

1級技師の称号を付与されている者。 

④ 上記①・②と同等の能力と経験を有する者（国土交通大臣（旧建設大臣）が同程度の知識及

び技術を有する者と認定した者）。 

 

（2） 担当技術者 

① 技術士法による第二次試験のうち技術部門を建設部門（選択科目を「道路」又は「都市及び

地方計画」とするものに限る）とするものに合格し、同法による登録を受けている者。 

② 技術士法による第二次試験のうち技術部門を総合技術監理部門（選択科目を「建設－道路」

又は「建設―都市及び地方計画」とするものに限る）とするものに合格し、同法による登録を受
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けている者。 

③ 技術士法による第一次試験のうち技術部門を建設部門（専門科目を「建設」とするものに限

る）とするものに合格し、同法による登録を受けている者。 

④ 建設業法第 27 条の規定に基づく１級土木施工管理技術検定における第二次検定に合格し、

1 級技師の称号を付与されている者、又は、建設業法第 27 条の規定に基づく 2 級土木施

工管理技術検定における第二次検定に合格し、2級技師の称号を付与されている者。 

⑤ 道路関係の技術的行政経験（※）を 10年以上有する者。 

※「技術的行政経験」とは、国、都道府県、政令市、特殊法人等で職員として工事設計又は

工事監督業務に従事したことを言う。 

 

（3） 資格要件の確認については、証明書を提出すること。 

 

9． 適切な人員配置 

（1） 監督職員は、必要に応じ次に示す事項について、受注者に報告を求めることができる。 

① 技術者の経歴・職歴 

② 資本・人事面において、関係があると認められると考えられる企業（建設業許可業者等）の名称及

び受注者とその企業との関係に関する事項 

（2） 受注者は、「4．業務内容」に記載の業務を適切に履行できる人員を配置しなければならない。 

 

10． 施工管理 

（1） 工事の施工管理（出来形管理及び品質管理）に関する確認は、工事毎の施工計画書に記載され

ている施工管理基準項目に基づき行うこと。 

（2） 現場の安全管理については、「工事現場おける保安施設等の設置基準」、「建設工事講習災害防

止対策要綱」、「土木工事安全施工技術指針」、道路交通法第 80 条協議の回答に基づく施工条

件並びに工事請負共通仕様書等に基づき、工事現場の安全確保の確認を行い、不備等があれば

工事受注者及び協定相手方が別途契約を行っている工事業者に指摘を行うこと。  

 

１1．打合せ等 

（1） 業務を適性かつ円滑に実施するため、管理技術者と監督職員は常に緊密な連絡をとり、業務の方

針や条件等の疑義を正すものとし、その内容についてはその都度、受注者が業務打合せ書に記録し、

相互に確認しなければならない。 

（2） 管理技術者と監督職員は定期的（月 1 回程度）に業務打合せ（業務報告）を行い、その結果につい

てはその都度、受注者が業務打合せ書に記録し、相互に確認しなければならない。 

 

１2．安全の確保 

（1） 受注者は、屋外で行う業務の実施に際しては、当該業務関係者だけでなく、市民・通行者・通行車

両等第三者の安全確保に努めなければならない。 

（2） 受注者は、所轄警察署、道路管理者、労働基準監督署等の関係者及び関係機関と緊密な連絡を

行い、業務実施中の安全を確保しなければならない。 
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（3） 受注者は、業務実施中に事故等が発生した場合は、直ちに監督職員に報告するとともに、監督職

員が指示する所定の様式により事故報告書を速やかに監督職員に提出し、監督職員から指示があ

る場合にはその指示に従わなければならない。 

（4） 受注者は、災害防止等のため必要があると認められるときは、臨機の措置をとらなければならない。

また受注者は、措置をとった場合には、その内容を速やかに監督職員に報告しなければならない。 

 

１3．関係法令の遵守 

受注者は、業務の実施に際し、関連する関係諸法規及び条例を遵守しなければならない。 

 

１4．守秘義務 

受注者は、契約書第 15条の規定により、業務の過程で知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。 

 

１5．個人情報等の保護 

受注者は、業務の履行にあたって個人情報等を取り扱う場合は、契約書第 6 条から第 10 条の規定

により、適切に取り扱わなければならない。なお、公文書の取り扱いについても同様とする。 

 

１6．業務に必要な資料等の取り扱い 

（1） 一般に広く流布されている各種基準及び参考図書等業務の実施に必要な資料については、受注者

の負担において適切に整備すること。また、工事請負共通仕様書、その他の図書は受注者が用意

すること。 

（2） 監督職員は、必要に応じて業務実施に必要な資料を受注者に貸与する。 

（3） 受注者は、貸与された資料の必要性が無くなった場合は、ただちに監督職員に返却すること。 

（4） 受注者は、貸与された資料については、業務に関する資料作成以外の目的で使用・複写等しては

ならない。 

（5） 受注者は、貸与された資料を監督職員の書面による許可なく、第三者に貸与、閲覧、複写、譲渡

又は使用させてはならない。 

 

１7．一般留意事項 

（1） 管理技術者は、「4．業務内容」から「16．業務に必要な資料等の取り扱い」で示された業務の適正

な履行を確保するため、「4．業務内容」に規定する業務に係る諸事項が適切に行われるよう、担当

技術者の指揮監督をしなければならない。 

（2） 管理技術者は、対象工事毎に、契約内容、工事特性、施工概要、工事関係資料を把握・確認しな

ければならない。 

（3） 受注者は、「4．業務内容」から「16．業務に必要な資料等の取り扱い」の業務のうち、監督職員から

指示された業務を適正に実施するものとする。 

（4） 担当技術者は、管理技術者から指示された「4．業務内容」に規定する業務に係る諸事項を適正に

実施するものとする。 

 

１8．災害時における業務 
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大阪市建設局災害応急対策実施マニュアルにより、風水害・地震災害等による体制が発令され、発

注者と受注者の協議の結果、監督職員から指示された場合には、応急措置に係る業務を行うものとする。 

 

１9．その他 

（1） 「4．業務内容」に定める業務の実施に必要となる旅費交通費等については、直接経費に計上して

いる。 

（2） ICT技術の活用に要した経費は受注者の負担とする。 

（3） 業務全体を通じて、課題の検証を実施し、成果物として取りまとめること。 

（4） 本市の設計積算システムの更新に伴い、業務実施時及び業務完成時に受注者が提出する書類の

一部が追加されたので、様式について監督職員の指示に従い作成すること。 

【追加となる様式】 

 業務委託料請求内訳書（または中間金請求内訳書） 

（5） 受注者は、本仕様書の明示無き事項等の疑義が生じた場合は、その都度、監督職員と協議を行う

こと。 

 



（案） 

特 記 仕 様 書 ② 

 

（条例の遵守） 

第 1 条 受注者および受注者の役職員は、当該業務の履行に際しては、「職員等の公正な職務の執行の

確保に関する条例」（平成 18 年大阪市条例第 16 号）（以下「条例」という。）第 5 条に規定する責

務を果たさなければならない。 

 

（公益通報等の報告） 

第 2 条 受注者は、当該業務の履行について、条例第 2 条第 1 項に規定する公益通報を受けたときは、

速やかに、公益通報の内容を発注者（建設局総務部総務課）へ報告しなければならない。 

2 受注者は、公益通報をした者又は公益通報に係る通報対象事実に係る調査に協力した者から、

条例第 12 条第 1 項に規定する申出を受けたときは、直ちに、当該申出の内容を発注者（建設局

総務部総務課）へ報告しなければならない。 

 

（調査の協力） 

第 3条 受注者及び受注者の役職員は、発注者又は大阪市公正職務審査委員会が条例に基づき行う調

査に協力しなければならない。 

 

（公益通報に係る情報の取扱い） 

第4条 受注者の役職員又は受注者の役職員であった者は、正当な理由なく公益通報に係る事務の処理

に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（発注者の解除権） 

第 5 条 発注者は、受注者が、条例の規定に基づく調査に正当な理由なく協力しないとき又は条例の規定

に基づく勧告に正当な理由なく従わないときは、本契約を解除することができる。 

 

（発注者：大阪市 受注者：請負者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（案） 

対象工事内容 

 

○国道 25号（御堂筋）における道路空間再編工事その 1 

長堀通～道頓堀川区間の東側において側道を歩行者空間に転換するための整備工事 

（車道舗装、歩道舗装、道路標識工、道路植栽工等） 

○大阪枚岡奈良線（千日前通）における道路空間再編工事 

難波交差点周辺の快適な歩⾏空間を確保し、地域の回遊性をさらに高め、安全安心な歩⾏空間を創出を図る

ための整備工事 

（車道舗装、歩道舗装、道路標識工等） 

○なんば駅周辺における空間再編推進工事（協定事業） 

なんば駅周辺の道路空間を、車中心から人中心の空間へと再編し、上質で居心地のよい空間の創出を図

るための整備工事 

（車道舗装、歩道舗装、道路標識工、電線共同溝工等） 

○国道 25号（御堂筋）における道路空間再編工事その 2 

長堀通～道頓堀川区間の西側において側道を歩行者空間に転換するための整備工事 

（車道舗装、歩道舗装、道路標識工、道路植栽工等） 

○国道 25号（御堂筋）における道路空間再編工事その 3 

新橋〜難波⻄⼝交差点間において側道歩⾏者空間化された歩道での利活⽤施設の整備及び歩道改修工事 

（車道舗装、歩道舗装、道路標識工、道路植栽工等） 

○その他附帯工事（照明灯工事等） 

上記に係る、照明灯工事等 

（道路照明工等） 

 


